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33..44 各各種種ササーービビススのの利利用用状状況況  
33..44..11 介介護護保保険険ササーービビスス  

介護保険サービスの利用状況を図 23 に示す。新規相談および継続相談ともに未利用（新規相談

=27.6%、継続相談=44.8%）が多かった。 

 
図 23 介護保険サービスの利用状況 

 
図 24 に、介護保険を利用している者のうち、内容別の頻度を示す。新規相談および継続相談ともに

通所（新規相談=42.1%、継続相談=67.2%）、訪問（新規相談=21.1%、継続相談=40.5%）の順で多か

った。 

 
図 24 利用している介護保険サービス 

 
33..44..22 障障害害福福祉祉ササーービビスス  
障害福祉サービスの利用状況を図 25 に示す。新規相談および継続相談ともに、未利用（新規相談

=28.1%、継続相談=50.4%）が多かった。 

 
図 25 障害福祉サービスの利用状況 
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図 26 に障害福祉サービスを利用している者のうち、内容別の頻度を示す。新規相談ではその他を除

くと 5%未満であった。一方、継続相談では、通所（62.9%）、移動支援（9.0%）、居宅（5.4%）の順で

多かった。 

 
図 26 利用している障害福祉サービス 
 
33..44..33 そそのの他他ののササーービビスス  

その他のサービスの利用状況を図 27 に示す。新規相談では、未利用（25.5%）が最も多かった。一

方、継続相談では、未利用（42.3%）、利用（11.9%）の順で多かった。 

 
図 27 その他のサービスの利用状況 
 

図 28 に、その他のサービスを利用している者のうち、内容別の頻度を示す。新規相談では家族の会

（33.3%）、次いで認知症カフェ（16.7%）で多かった。継続相談では、認知症カフェ（59.0%）、家族

の会（42.0%）の順で多かった。 

 
図 28 利用しているその他のサービス 
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33..44..44 成成年年後後見見人人制制度度  
成年後見人制度の利用状況を図 29 に示す。新規相談および継続相談ともに、未利用（新規相談

=24.4%、継続相談=50.8%）の順で多かった。 

 
図 29 成年後見人制度の利用状況 
 
33..55 連連携携先先  
相談時の連携先を図 31 に示す。新規相談および継続相談ともに、地域包括支援センター（新規相談

=23.7%、継続相談=39.0%）、医療機関（新規相談=16.9%、継続相談=38.5%）、介護保険サービス事業

所（新規相談=4.4%、継続相談=10.2%）の順で多かった。 

 
図 31 連携先 
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44 考考察察  
本報告では、相談記録システムに登録された相談記録について、相談者のサービス利用状況に関す

る内容を中心にまとめた。 
 
44..11 本本人人やや家家族族にに関関すするる情情報報  
本人や家族の状況の特徴では、本人の性別は女性よりも男性が多く、年齢は 50 歳代および 60–64 歳

代が多くを占めていた。我が国の若年性認知症に関する疫学調査（以下、全国調査）では、女性より

も男性が多く、発症時が 65 歳未満の人の最初の症状に気づいた年齢は 54.4 歳で、年齢が上がるほど

その有病率は上昇する傾向が明らかとなっており 4)、本報告においても似た傾向を示していた。また、

相談時の本人の暮らし方では同居している者が多かったが、独居者も毎年 1 割程認められた。我が国

の 50 歳時の未婚率は男女ともに年々上昇しており 5)、キーパーソンが身近にいない中でのサービス調

整や支援体制の構築には様々な困難さが予測され、今後、注視していくところと考える。 
本人の就労状況では新規相談時は不明、次いで、就労中の順に多かった。継続相談では不明が減少

し、退職が最も多かった。若年性認知症の人は他の病気の人と比べて離職の発生率が高いことや退職

者が多いことが明らかになっており、先行研究と同様な傾向を示していた 6,7)。また、継続相談では就

労中と休職中を合わせると 4 割を超え、本人の在職中から支援コーディネーターが支援に携わってい

た。厚生労働省より 2016 年に「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」

8)、2021 年に「若年性認知症における治療と仕事の両立に関する手引き」が作成された 9)。また、

2022 度の診療報酬改定では治療と仕事の両立を推進する観点から、療養・就労両立支援指導料の対象

疾患に「若年性認知症」が追加され、治療と仕事の両立が進められており、その支援では両立支援コ

ーディネーターが役割を担っている。しかしながら、両立支援コーディネーターが支援した疾患では

がんが最も多く、次いでメンタルヘルスとなっており、若年性認知症に関する支援は明らかとなって

いない 10)。さらに、若年性認知症の人の多くは職場からの配慮が十分でないことも指摘されている

7)。若年性認知症は進行性の疾患であり、就労継続への支援とともに、段階的な離職に向けた調整は、

退職後の生活の well-being の観点からも重要である 11)。現状を踏まえると、若年性認知症の人の就労

継続等は支援コーディネーターが支援体制の構築等の役割を担うことで、支援が円滑に進む可能性が

ある。よって、支援コーディネーターが在職中から関与する意義は大きいと考え、今後、支援事例の

蓄積とその支援内容の詳細について分析し、成果や課題等を検討していく必要がある。 
雇用契約状況では、正社員で給料により収入を得ている相談者が多いが、1 割程度の相談者は収入が

なかった。全国調査から約 6 割が世帯の収入が減り、約 4 割は家計が苦しいと報告がされている 7)。

本報告においても上述の就労や雇用契約の状況から、退職による収入減少が推測され、公的制度等に

よる経済的支援を円滑に進めていく必要性があると考えられた。 
 
44..22 ササーービビススのの利利用用状状況況  
 現在、我が国では若年性認知症に特化した社会保障制度はない。そのため、インフォーマルサービ

スも含めた既存の社会保障制度を活用し、若年性認知症の人のニーズに合ったサービス内容の展開、

制度の横断的な利用が求められている 12)。 
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 公的制度の中で、介護保険や障害者手帳の申請状況では新規相談時は不明が最も多かったが、継続

相談では不明が減少し、未申請が多かった。また、介護保険の認定済と精神障害者保健福祉手帳の取

得済は継続相談では、新規相談時よりもそれぞれ約 2 倍（10.2％から 24.1％）、約 8 倍（3.0％から

24.1％）に増加した。介護保険サービスと障害福祉サービスの利用状況においても、新規相談時は不

明が最も多かった。各サービスは継続相談では不明が減少し、未利用が最も多かったものの、利用に

ついては新規相談時よりも継続相談では介護保険サービスでは約 3 倍（4.4％から 15.5％）、障害福祉

サービスでは約 10 倍（0.5％から 5.9％）に増加し、サービス内容では通所が多く利用されていた。こ

の結果から、新規相談時は公的制度の申請や利用の状況把握は難しいが、継続相談により把握が進

み、必要に応じて利用のための調整や支援がなされていると推測された。特に、精神障害者保健福祉

手帳の取得や障害福祉サービス利用の増加率は大きく、若年性認知症の人の支援の特性であると考え

られた。また、介護保険サービスや障害福祉サービスの利用は通所以外にも複数のサービス内容が継

続相談により増加しており、本人の状態や多様なニーズに応じて調整しているものと考えられた。一

方で、介護保険サービスや障害福祉サービスの未利用が多いことは全国調査と同様な傾向である 7)。先

行研究からはサービス利用の必要性を感じない以外にも、サービスを知らない、利用したいサービス

内容がない等の理由が挙げられているが、本データの性質からは理由を特定することは困難であり、

さらなる検討が必要である。 
 経済的支援として、傷病手当金の利用状況では、新規相談および継続相談で不明が多かったが、継

続相談によりその割合は減少し、申請不可（非該当）が多かった。傷病手当金は受給中または受給要

件を満たしていていれば退職後も受給が可能である。申請不可（非該当）の要因については、別途精

査する必要がある。また、年金保険の申請状況では、新規相談および継続相談で不明が多かったが、

継続相談によりその割合は減少し、受給や申請可、受給要件なし等の各申請状況の割合が増加した。

申請可能な年金では障害厚生が約 2 倍（28.6％から 65.4％）に増加した。また、自立支援医療制度の

利用状況では、新規相談時は不明が最も多かったが、継続相談では不明が減少し、受給が約 8 倍

（3.2％から 25.5％）に増加した。経済的支援の多くは年金制度や自立支援医療制度を活用しており、

これは先行研究と同様な傾向であった 7)。若年性認知症の人の家計の変化においては、減収要因として

医療費の支払いが多いことが明らかとなっている 13)。自立支援医療制度は医療費の自己負担額を軽減

するための公費負担医療制度であり、診断後速やかに同制度の案内等をすることが重要であると思わ

れた。 
 また、認知症カフェや家族の会等のインフォーマルサービスの利用状況では、新規相談時および継

続相談において不明が最も多く、次いで、未利用が多かった。利用は新規相談時よりも継続相談では

約 10 倍（1.4％から 11.9％）に増加し、特に、認知症カフェが多かった。インフォーマルな場は心理

社会的ケアや本人や家族に知識がなくても必要なサービスにつながる支援として役立つことが指摘さ

れている 14)。支援コーディネーターは公的制度に加え、インフォーマルサービスについても利用状況

を把握し、必要に応じて調整することが求められる。 
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21

 
4 

31
 

25
6 

86
0 

 

－ 68 －
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7 

- 

11..
11..

44 
相相

談談
方方

法法
  

相
談
種
別

 
電
話

 
メ

ー
ル

 
来

所
 

訪
問

 
会
議

・
カ
ン
フ
ァ
レ

ン
ス

 そ
の
他

 
新
規

 
35

3 
15

 
20

 
8 

3 
32

 
継
続

 
2,

85
3 

20
1 

32
0 

47
9 

14
5 

50
8 

 1 1..
11..

55 
相相

談談
内内

容容
  
※※

複複
数数

選選
択択

  
相
談
種
別

 
医
療
的
情

報
 

社
会

資
源
の
活
用

 
経
済
的

な
問
題

 
本
人
の
生
活

 
介
護
方

法
 

介
護
者

負
担

 
就

労
支
援

 
専
門
職
か
ら

の
問
い
合
わ

せ
 

新
規

 
16

3 
11

1 
66

 
17

5 
24

 
45

 
62

 
81

 
継
続

 
1,

17
0 

1,
76

5 
93

2 
2,

91
5 

49
8 

1,
03

8 
1,

10
7 

73
9 

 1 1..
22 

対対
応応

にに
つつ
いい
てて

  
11..

22..
11 

対対
応応

方方
法法

  
相
談
種
別

 
電
話

 
メ

ー
ル

 
来

所
 

訪
問

 
会
議

・
カ
ン
フ
ァ
レ

ン
ス

 そ
の
他

 
新
規

 
35

1 
13

 
17

 
8 

2 
40

 
継
続

 
3,

04
0 

18
4 

25
2 

42
4 

98
 

50
8 

 1 1..
22..

22 
対対

応応
内内

容容
  
※※

複複
数数

選選
択択

  

相
談
種
別

 
医
療

的
な
情
報
提

供
 

人
間
関

係
に
つ
い
て

助
言

 
精

神
的
支
援

 介
護
方
法

等
の
工

夫
 

介
護
保
険

の
情
報
提

供
 

介
護
保
険
以
外

の
情
報

提
供

 
経
済
的
悩
み

へ
の
対

応
 

そ
の
他

 

新
規

 
15

8 
19

 
11

0 
36

 
40

 
13

4 
62

 
12

4 
継
続

 
1,

26
3 

22
3 

1,
51

5 
77

1 
94

9 
1,

83
9 

88
8 

2,
17

5 
 2 2 

本本
人人

のの
基基
本本
情情

報報
  

22..
11 

性性
別別

  
相
談
種
別

 
男
性

 
女

性
 

不
明

 
新
規

 
19

1 
14

4 
96

 
継
続

 
2,

61
4 

1,
29

1 
60

1 
 22..

22 
年年

齢齢
  

相
談
種
別

 
39

歳
以

下
 

40
歳
代

 
50

歳
代

 
60

-6
4
歳

 
65

-6
9
歳

 
70

歳
以
上

 
不
明

 
新
規

 
13

 
28

 
15

2 
12

0 
38

 
43

 
37

 

－ 69 －



 

- 2
8 

- 

相
談
種
別

 
39

歳
以

下
 

40
歳
代

 
50

歳
代

 
60

-6
4
歳

 
65

-6
9
歳

 
70

歳
以
上

 
不
明

 
継
続

 
15

 
18

2 
1,

87
9 

1,
72

3 
57

9 
64

 
64

 
 22..

33 
認認

知知
症症

のの
診診
断断

  
相
談
種
別

 
あ
り

 
な

し
 

不
明

 
新
規

 
24

3 
76

 
11

2 
継
続

 
3,

93
9 

23
0 

33
7 

 2 2..
44 

認認
知知

症症
のの
告告
知知

  
相
談
種
別

 
あ
り

 
な

し
 

不
明

 
新
規

 
18

9 
35

 
20

7 
継
続

 
3,

47
5 

35
7 

67
4 

 2 2..
55 

診診
断断

名名
  

相
談
種
別

 
ア
ル

ツ
ハ
イ
マ
ー

型
認
知

症
 

血
管
性
認
知

症
 前

頭
側
頭
型
認
知

症
 レ

ビ
ー

小
体
型
認
知

症
 

軽
度
認
知
障
害

（
M

CI
）

 
認
知
症
の
疑

い
 そ

の
他

 
不
明

 

新
規

 
13

2 
8 

22
 

4 
14

 
19

 
28

 
20

4 
継
続

 
2,

42
4 

14
4 

56
2 

80
 

28
3 

16
0 

32
6 

52
7 

 3 3 
本本

人人
のの

状状
況況

  
33..

11 
主主

介介
護護

者者
  

相
談
種
別

 
配
偶
者

 
親

 
兄

弟
姉
妹

 
子

 
子

の
配
偶
者

 
親
戚

 
孫

 
そ
の
他

 
不
明

 
新
規

 
16

4 
11

 
25

 
29

 
1 

4 
0 

5 
19

2 
継
続

 
2,

82
1 

29
4 

41
8 

29
1 

2 
66

 
0 

45
 

56
9 

 3 3..
22 

症症
状状

  
※※
複複
数数

選選
択択

  

相
談
種
別

 
何
度
も
同

じ
こ
と
を
言
う

・
聞

く
 

取
り
繕
う

 
道
に
迷

う
 

段
取

り
が
難
し
い

 
金
銭
管

理
が
困
難

 
性
格
の
変

化
 

そ
の

他
 

新
規

 
12

1 
30

 
28

 
11

5 
33

 
42

 
12

7 
継
続

 
2,

37
1 

95
5 

69
2 

2,
31

7 
86

8 
89

1 
1,

38
1 

 

－ 70 －



 

- 2
9 
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33..
33 

日日
常常

生生
活活
動動
作作

（（
AADD

LL））
・・

手手
段段

的的
日日
常常
活活

動動
動動

作作
（（

IIAA
DD

LL））
のの
自自
立立

度度
  

33..
33..

11 
食食

事事
  

相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
2 

31
 

7 
14

4 
24

7 
継
続

 
30

 
1,

45
5 

96
 

1,
84

2 
1,

08
3 

 3 3..
33..

22 
排排

泄泄
  

相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
4 

9 
5 

17
0 

24
3 

継
続

 
13

5 
19

4 
12

0 
2,

88
9 

1,
16

8 
 3 3..

33..
33 

更更
衣衣

  
相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
2 

12
 

8 
16

1 
24

8 
継
続

 
14

9 
28

3 
32

3 
2,

58
8 

1,
16

3 
 3 3..

33..
44 

入入
浴浴

  
相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
3 

11
 

5 
16

2 
25

0 
継
続

 
14

8 
30

4 
35

0 
2,

60
6 

1,
09

8 
 3 3..

33..
55 

移移
動動

  
相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
2 

5 
9 

16
5 

25
0 

継
続

 
10

1 
27

2 
48

8 
2,

59
5 

1,
05

0 
 3 3..

33..
66 

買買
いい

物物
・・
家家
事事

  
相
談
種
別

 
全
介
助

 
一
部
介
助

 
見
守
り

 
自
立

 
不
明

 
新
規

 
6 

22
 

10
 

12
9 

26
4 

継
続

 
35

0 
52

5 
76

4 
1,

54
5 

1,
32

2 
 

－ 71 －



 

- 3
0 

- 

33..
44 

BBPP
SSDD

にに
つつ
いい

てて
  

33..
44..

11 
BBPP

SSDD
のの

有有
無無

  
相
談
種
別

 
あ
り

 
な

し
 

不
明

 
新
規

 
53

 
72

 
30

6 
継
続

 
1,

03
2 

1,
59

9 
1,

87
5 

 3 3..
44..

22 
BBPP

SSDD
のの

詳詳
細細

  
※※

複複
数数

選選
択択

  
相
談
種
別

 
興
奮
・
易

刺
激
性

 
徘
徊

 
妄

想
 

抑
う
つ

 
異
常

行
動

 
そ

の
他

 
新
規

 
25

 
5 

6 
15

 
6 

7 
継
続

 
45

0 
10

1 
17

9 
39

7 
16

7 
10

3 
 3 3..

55 
就就

労労
にに

つつ
いい
てて

  
33..

55..
11 

就就
労労

状状
況況

  
相
談
種
別

 
就
労
中

 
休

職
中

 
退

職
 

元
々
就

労
し
て
い
な

い
 そ

の
他

 
不
明

 
新
規

 
12

5 
38

 
92

 
29

 
15

 
13

2 
継
続

 
1,

40
7 

42
7 

1,
73

1 
28

5 
40

3 
25

3 
 3 3..

55..
22 

雇雇
用用

契契
約約

  
相
談
種
別

 
正
社
員

 
非
正
規

 
不
明

 
う
ち
障
害
者
雇

用
 

新
規

 
41

 
20

 
64

 
0 

継
続

 
72

9 
19

2 
48

6 
24

 
 3 3..

55..
22..

11 
障障

害害
者者

雇雇
用用
のの

有有
無無

  
相
談
種
別

 
無
職

 
専
業
主
婦

 
不
明

 
新
規

 
1 

8 
20

 
継
続

 
0 

84
 

20
1 

 3 3..
55..

33 
元元

々々
働働

いい
てて
いい

なな
いい

人人
のの
状状

況況
  

相
談
種
別

 
給
料

 
老

齢
年
金

 
障
害
年
金

 
生
活
保
護

 
収
入
な

し
 

そ
の
他

 
新
規

 
13

2 
22

 
5 

7 
42

 
33

 
継
続

 
1,

85
3 

36
1 

32
9 

66
 

59
5 

53
8 

－ 72 －



 

- 3
1 
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 3 3..
66 

経経
済済

状状
況況
にに
つつ

いい
てて

  
33..

66..
11 

本本
人人

のの
収収
入入
  

※※
複複

数数
選選
択択

  
相
談
種
別

 
給
料

 
老

齢
年
金

 
障
害
年
金

 
生
活
保
護

 
収
入
な

し
 

そ
の
他

 
新
規

 
91

 
17

 
2 

0 
18

 
19

 
継
続

 
2,

12
7 

58
2 

52
 

17
 

18
6 

50
7 

 3 3..
66..

22 
そそ

のの
他他

のの
経経
済済

要要
因因

  
※※
複複

数数
選選

択択
  

相
談
種
別

 
住
宅
ロ
ー

ン
 

学
費

・
養
育
費

 
生
命
保
険

 
新
規

 
10

 
7 

3 
継
続

 
39

8 
22

5 
83

 
 4 4 

制制
度度

等等
のの
利利
用用

状状
況況

にに
つつ
いい

てて
  

44..
11 

介介
護護

保保
険険

  
44..

11..
11 

介介
護護

保保
険険
のの
申申

請請
状状

況況
  

相
談
種
別

 
対
象
外
（

39
歳
以
下

）
 未

申
請

 
申
請
中

 
認
定
済

 
不
明

 
非
該

当
 

新
規

 
4 

12
9 

17
 

44
 

23
7 

0 
継
続

 
8 

1,
74

9 
26

0 
1,

08
4 

1,
40

5 
0 

 4 4..
11..

22 
介介

護護
保保

険険
のの
認認

定定
状状

況況
  

相
談
種
別

 
要
支
援

1 
要
支
援

2 
要
介
護

1 
要
介

護
2 

要
介
護

3 
要
介
護

4 
要
介
護

5 
不
明

 
新
規

 
7 

0 
16

 
7 

4 
2 

0 
2 

継
続

 
28

 
2 

26
0 

79
 

20
 

14
 

18
 

2 
 4 4..

22 
精精

神神
障障

害害
者者
保保

健健
福福

祉祉
手手
帳帳

のの
申申

請請
状状

況況
  

相
談
種
別

 
未
申
請

 
申

請
中

 
取

得
済

 
不
明

 
新
規

 
12

2 
11

 
13

 
28

5 
継
続

 
1,

85
9 

23
5 

1,
08

5 
1,

32
7 

 4 4..
33 

身身
体体

障障
害害
者者
手手

帳帳
のの

申申
請請
状状

況況
  

－ 73 －



 

- 3
2 

- 

相
談
種
別

 
未
申
請

 
申
請
中

 
取
得
済

 
不
明

 
新
規

 
48

 
0 

4 
37

9 
継
続

 
98

0 
28

 
67

 
3,

43
1 

 4 4..
44 

年年
金金

保保
険険

  
44..

44..
11 

年年
金金

保保
険険
のの
申申

請請
状状

況況
  

相
談
種
別

 
申
請
可

 
申
請
中

 
受
給

 
受
給
要
件
な
し

 
非
該

当
 

不
明

 
新
規

 
14

 
1 

21
 

24
 

11
 

36
0 

継
続

 
62

4 
15

6 
77

2 
37

5 
26

2 
2,

31
7 

 4 4..
44..

22 
申申

請請
可可

能能
なな
年年

金金
保保

険険
  
※※

複複
数数

選選
択択

  
相
談
種
別

 
障
害
基
礎

 
障
害
厚

生
（
共
済
）

 
老
齢

 
企
業

 
新
規

 
4 

4 
2 

0 
継
続

 
90

 
40

8 
10

 
2 

 4 4..
44..

33 
年年

金金
保保

険険
のの
受受

給給
状状

況況
  
※※

複複
数数

選選
択択

  
相
談
種
別

 
障
害
基
礎

 
障
害
厚

生
（
共
済
）

 
老
齢

 
企
業

 
新
規

 
0 

3 
12

 
1 

継
続

 
73

 
29

9 
16

8 
16

3 
 4 4..

55 
経経

済済
保保

障障
  
※※

複複
数数

選選
択択

  
相
談
種
別

 
国
民
年
金

免
除

 
住

宅
ロ
ー
ン
支

払
い
免
除

 生
命
保
険

優
遇
処
置

 
そ
の
他

 
新
規

 
1 

0 
1 

2 
継
続

 
67

 
0 

16
 

30
 

 4 4..
66 

健健
康康

保保
険険

  
44..

66..
11 

健健
康康

保保
険険
のの
加加

入入
状状

況況
  

相
談
種
別

 
国
民
健
康

保
険

 
健

康
保
険

 
共
済
組
合

 
生
活
保
護

 
な
し

(未
納

) 
不
明

 
新
規

 
40

 
53

 
8 

3 
1 

32
6 

継
続

 
1,

00
3 

1,
23

6 
12

2 
15

 
18

 
2,

11
2 

 

－ 74 －



 

- 3
3 

- 

44..
66..

22 
傷傷

病病
手手

当当
金金
のの

利利
用用

状状
況況

  
相
談
種
別

 
申
請
可

 
受
給

 
申
請
不
可
（

非
該
当
）

 不
明

 
新
規

 
4 

9 
59

 
35

9 
継
続

 
93

 
27

8 
1,

27
3 

2,
86

2 
 4 4..

66..
33 

高高
額額

療療
養養
費費
助助

成成
制制

度度
のの
利利

用用
状状

況況
  

相
談
種
別

 
申
請
可

 
受
給

 
不

要
 

不
明

 
新
規

 
0 

0 
46

 
38

5 
継
続

 
0 

0 
96

1 
3,

54
5 

 4 4..
66..

44 
高高

額額
介介

護護
合合
算算

療療
養養

費費
制制
度度

のの
利利

用用
状状

況況
  

相
談
種
別

 
申
請
可

 
受
給

 
不

要
 

不
明

 
新
規

 
0 

0 
47

 
38

4 
継
続

 
0 

0 
97

4 
3,

53
2 

 4 4..
77 

雇雇
用用

保保
険険
のの
利利

用用
状状

況況
  

相
談
種
別

 
申
請
可

 
受
給

 
申
請
不
可
（

非
該
当
）

 希
望
な
し

 
不
明

 
新
規

 
3 

4 
61

 
1 

36
2 

継
続

 
22

2 
15

8 
1,

26
5 

30
 

2,
83

1 
 4 4..

88 
自自

立立
支支

援援
医医
療療

制制
度度

のの
利利
用用

状状
況況

  
相
談
種
別

 
受
給

 
申

請
中

 
未

申
請

 
不
明

 
新
規

 
14

 
21

 
68

 
32

8 
継
続

 
1,

14
9 

33
2 

1,
09

6 
1,

92
9 

 5 5 
ササ

ーー
ビビ

スス
等等
のの

利利
用用

状状
況況
にに

つつ
いい

てて
  

55..
11 

連連
携携

先先
  
※※
複複

数数
選選

択択
  

相
談
種
別

 地
域
包
括
支

援
セ
ン

タ
ー

 
市

区
町
村
・
保

健
セ

ン
タ
ー

 
医

療
機
関

 介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス

事
業
所

 
障

害
福
祉
サ
ー

ビ
ス

事
業
所

 
就

業
先

 
労
働

相
談
関

係
 

イ
ン

フ
ォ
ー
マ

ル
 

そ
の

他
 

新
規

 
10

2 
10

 
73

 
19

 
11

 
7 

3 
1 

13
 

継
続

 
1,

75
9 

22
3 

1,
73

3 
46

1 
28

4 
20

6 
88
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認知症ケアスーパーバイザーに求められる役割に
関する文献研究
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認認知知症症ケケアアススーーパパーーババイイザザーーにに求求めめらられれるる役役割割にに関関すするる文文献献研研究究  

主任研究者：山口 友佑（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

分担研究者：浅野 正嗣（認知症介護研究・研修大府センター 研修部） 

      小木曽 恵里子（認知症介護研究・研修大府センター 研修部） 

       李  相侖（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

       齊藤 千晶（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

 
Ⅰ．背景と目的  
 認知症ケア実践現場において、認知症の人が大切にされていると感じながら生活を送る

ことができるよう、質の高い認知症ケアを実践していくことが専門職には求められている。

そのためにも、認知症ケアに関する専門的知識を習得することができる機会が必要であり、

その一つとしてスーパービジョン（以下、SV という）を展開していくことが挙げられる。  
 近年、認知症ケア実践現場において、SV 実践を展開する環境は整っており、認知症ケア

実践の中でスーパーバイザーとしての役割を担うべき専門職の養成が行われているが、ど

のように SV を実践すればいいかわからない、SV 実践の中で、どのようにスーパーバイジ

ーと向き合うべきなのかわからない等、SV を実践する上で様々な悩みに直面している現

状が明らかになっている。SV では、スーパーバイザーの価値観や知識、技術が大きく影響

してくることから、スーパーバイザーは、ＳＶに対する正しい理解や知識、技術を身に着

けることが必要であり、認知症ケアＳＶでも同様であるといえる。このことから、認知症

ケアＳＶを実践していくうえで、スーパーバイザーが必要となるコンピテンシーを明確に

することが重要であると考える。  
昨年度の研究事業では、認知症ケアスーパーバイザーに必要となる価値観や知識、技術

を明らかにし、コンピテンシー項目について検討を行った。本年度は、昨年度の研究成果

を踏まえ、SV に関する文献整理をもとに、認知症ケア実践の中で SV を行う上で求められ

るスーパーバイザーの役割について検討することを目的とする。  
 
Ⅱ．方法  
1）  分析対象  
 社会福祉領域ならびに高齢者領域での SV に関連する論文を、「国立国会図書館サーチ

（NDL SEARCH）」、「Google Scholar」により検索した。検索語は「社会福祉  and スー

パービジョン」、「高齢者  and スーパービジョン」、「認知症ケア  and スーパービジョン」

として、論文のタイトルまたは抄録に検索語が使用されている論文を対象とした。  
 
2）論文の選定方法  
 論文の制定には、各データベース間の重複論文を削除し、1 次（タイトルと抄録の精査）

と 2 次（本文の精査）の 2 段階でスクリーニングを行った。その後、選定した論文をもと

に、【SV の概念定義】、【スーパーバイザーに求められている役割】、【SV に求められる機

能】、【認知症ケア SV の特徴】について整理を行った。なお独自性、有効性、妥当性など

を担保するため、選定する論文は「原著論文」とした。  
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Ⅲ．結果  
 論文検索の結果、各データベースより抽出された合計の論文は 328 件であった。データ

ベース間の重複を削除した 294 件から、1 次スクリーニングの採択条件に合致した 124 件

を抽出した。さらに論文本文について 2 次スクリーニングを行い、最終的に採択基準に合

致した 17 件をレビュー対象論文として選定した。  
 
1）SV の概念定義について  
  SV の概念定義について整理したものを表 1 に示す。SV について概念定義について整

理したものを表 1 に示す。定義の特徴としては、「自己覚知の機会の提供」、「専門職として

の成長するためのプロセス」、「スキルの向上」、「リフレクションの機会」、「より良い援助

を提供するためのプロセス」、「課題解決のためのプロセス」ということが挙げられていた。  
 
表 1 SV の概念定義について  
著者 /年度  「SV の概念定義」  キーワード  

倉石 1）  

（1995）  

 援助過程でのソーシャルワーク実践上の

技術・知識レベルの課題克服のみならず、

ソーシャルワーカーが自らの価値倫理に

気づき、利用者を全人格的に受容し、彼

らの抱える問題への接近と無条件の理解

の姿勢が貫かれるよう導くこと  
 経験の浅いワーカーに留まらず、処遇ケ

ースに応じて生じる専門的課題の解決の

ために必要不可欠な専門性を持つ訓練過

程  

 自己覚知の機会の提供  
 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  

中田 2）  

（2009）  

 援助者が自らの価値観や援助方法を客観

的に見る機会を与え、援助職に必要不可

欠であるとされている「自己覚知」の機

会を提供する役割を持つ  

 自己覚知の機会の提供  

小松尾 3）

（2012）  

 スーパーバイジーである援助者の成長で

あり、援助者が成長することで利用者へ 

よりよい援助ができるようになること  

 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  
 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  

市東 4）  
（2012）  

 利用者にとっても､援助者にとってもよ

りよい援助を求めていくことであり､そ

のための問題解決の筋道やヒントを見つ

けていく集団的活動  
 専門職同士の専門性をより有効に発揮 

するべく設けられる､いわば専門職のた

めの支援技術  

 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  
 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  
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丹野ら 5）  
（2013）  

 利用者援助を遂行するための能力を向上

させ、相談援助職者自らを成長させる 

方法として必要なスキル  

 スキルの向上  
 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  

若宮 6）  
（2013）  

 スーパーバイザーがクライアントとの問

題解決への効果を企図し、助言・指導を

与えて支援すること  
 スーパーバイジー自らの援助観や援助内

容を客観的にみる機会を与え、自己覚知

の機会を提供するもの  
 バイジーが直面している課題や問題点等

について助言をし、バイジーの援助過程

を振り返り、検討しながら問題解決を 

考えていこうとする方法するもの  

 課 題 解 決 の た め の 

プロセス  
 自己覚知の機会の提供  

黒木 7）  
（2014）  

 クライエントの最善の利益を目指した 

実践の振り返り、リフレクティブ思考を 

促す専門職の現任教育  
 リフレクションの機会  

田村 8）  
（2015）  

 スーパーバイザーとスーパーバイジーが

相互に関係して成長し合うという学びの

「プロセス」  

 専 門 職 と し て 成 長 す る

ためのプロセス  

丹野 9）  
（2016）  

 ソーシャルワーカー（社会福祉援助の専

門職者）が利用者に対して適切で望まし

い援助ができるようになる、また、より

レベルの高い知識、技術、倫理を身に 

着けるための方法  

 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  
 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  

若宮 10）  
（2016）  

 ソーシャルワーカーのスキル向上を通

じ、クライアントとの援助関係・福利を

良好なものにするためのトレーニング 

方法  

 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  

汲田 11）  
（2017）  

 福祉専門職が自らの行動やクライエント

である要介護高齢者との関わりで感じた

感情などを振り返り、内省することを通

じて専門性の向上を目指し、質の良い 

ケアを提供する  

 リフレクションの機会  
 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  

村瀬ら 12）  
（2018）  

 バイジー自らの援助観や援助内容を内省

すると共に自己覚知の機会を提供する  
 リフレクションの機会  
 自己覚知の機会の提供  

畑 13）  
（2022）  

 スーパーバイジーの養成・育成  
 クライエントへの質の高い支援の提供  

 専 門 職 と し て の 成 長 

するためのプロセス  
 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  
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深谷ら 14）

（2023）  

 ソーシャルワークを行う実践機関や施設

において、クライエントや利用者の生活

の質向上のために支援を行う  
 ソーシャルワーカー養成のために行う、

ソーシャルワーカーに対する管理的・教

育的・支持的そしてそれらが混在した諸

相を展開する過程  

 よ り 良 い 援 助 の 提 供 

するためのプロセス  

 
2）スーパーバイザーに求められる役割  
  スーパーバイザーに求められる役割について整理したものを表 2 に示す。特徴として

は、「スーパーバイザーの自己覚知」「スーパーバイジーのニーズを満たす」、「受容的な関

わり」、「スーパーバイジーの成長への貢献」、「スーパーバイジーの実践力にあった関わり」、

「気づきを促す」、「スーパーバイジーに認められる」が挙げられていた。  
 
表 2 スーパーバイザーに求められる役割  

著者 /年度  「バイザーに求められる役割」  キーワード  

倉石 1）  
（1995）  

 スーパーパイザーとしての第一歩は自

分自身も葛藤・先入観・偏見を持つ人

間で、あるということを正直に認める

こと  
 ワーカーがスーパーバイザーから受け

入れられていると思えるように援助し

なければならない。  

 スーパーバイザーの 

自己覚知  
 受容的な関わり  

倉石 15）  
（1996）  

 具体的知識・技術の伝達を通してワー

カーのニーズを満たすと同時に、対人

援助を行うに際しての自己理解、自己

洞察が可能となるようにその過程にお

いて受容的に援助を行うもの  

 スーパーバイジーの 

ニーズを満たす  
 受容的なかかわり  

小松尾 3）  
（2012）  

 スーパーバイザーは、  スーパーバイ

ジーのできていないところを指摘する

のではなく、できていないと思ってい

るスーパーバイジーの苦しみに意識を

向け、言語化を促す。そうすること

で、スーパーバイジーが支えられ感を

体験し、自分自身の実践をふりかえる

余裕が出てくる .  
 スーパーバイザーには、まず成長を支

える視点をもつことが求められる . そ
のうえで管理的・教育的視点を加えて

いく .  

 受容的な関わり  
 スーパーバイジーの 

成長への貢献  
 スーパーバイジーの 

実践力にあった関わり  
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 スーパーバイジーのもつ力をアセスメ

ントし、どのようなスーパーバイズが

適切であるか、見極める力が求められ

る。そして、支持的態度の実践、ルー

ルの徹底、スーパーバイジーの実践力

を見極めたスーパービジョンの実施が

求められる . 

若宮 6) 
（2013）  

 気づきを促し、バイジーに対して専門

家としての成長を促す役割を担う  

 気づきを促す  
 スーパーバイジーの 

成長への貢献  

石田 16) 
（2014）  

 スーパーバイザーがスーパーバイジー

の福祉に対し責任を負っていて、スー

パービジョンが究極的にスーパーバイ

ジーの成長および発達に貢献しなくて

はならない  

 スーパーバイジーの 

成長への貢献  

汲田 17) 
（2018）  

 スーパーバイジーにとってスーパービ

ジョンを受ける相手が、自分のスーパ

ーバイザーであるという認識を持って

いるかどうか  

 スーパーバイジーに 

認められること  

村瀬ら 12) 
（2018）  

 スーパーバイザーはスーパーバイジー

のクライアントの有効な援助への効果

を企図し、助言・指導を与えて支援す

る  

 気づきを促す  

畑 13) 
（2022）  

 スーパーバイジーが担当するクライエ

ントに対するより質の高い支援に向け

て、スーパーバイジーの実施する支援

の質を保障するために管理的に関わる

べきか、スーパーバイジーの自律的な

実践に重きを置いて教育的に関わるべ

きか、それぞれの状況に応じて適切に

判断することが必要  

 スーパーバイジーの 

実践力にあった関わり  

 
 
3）SV に求められる機能について  

SV に求められる機能について整理したものを表 3 に示す。機能については、①管理的

機能、②教育的機能、③支持的機能、④評価的機能が挙げられていた。  
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表 3 SV に求められる機能について  
著者 /年度  SV に求められるもの（機能）  
倉石 1)  

（1995）  
 スーパーパイザーが管理的機能、教育的機能、評価的機能、援助

的機能を機関・組織の中で行う過程  

倉石 15) 
（1996）  

 管理機能と評価機能を支えるコミュニケーションの役割を果たす

ものが教育機能と支持機能  

市東 4) 
（2012）  

 教育的機能 (援助技術などを教える ) 
 評価的機能 (日常業務や福祉実践に対して意味を考える ) 
 支援的機能 (ワーカーの仕事や態度についての心理的サポート ) 
 管理的機能 (施設の管理運営についての指導 ) 

黒木 7)  

（2014）  

 スーパーバイザーが、部下の職員の仕事満足度、モラール、仕事

に関連した知識の発展、価値、そしてスキルに関わること（支持

的機能）  
 所属機関の質を担うスーパーバイジーの業務を保証するためのモ

ニタリングを含む（管理的機能）  
 経験の浅い職員に対して、ソーシャルワーク教育の中で学んだ基

本的なスキルに基づき実践上、必要なスキルに再構成していくこ

と（教育的機能）  

丹野 9) 
（2016）  

 スーパーバイジーが組織内で適切な役割が遂行できるように、所

属する機関の規律や、クライエントに対する責任、約束、他機関

との連携などをスーパーバイザーから教えられたり伝えられたり

することである（管理的機能）  
 スーパーバイジーのゴール達成を可能にするように知識不足を補

ってトレーニングをすること（教育的機能）  
 クライエントに効果的なサービスを提供するために仕事に関連す

るストレスを助け不満を解消する（支持的機能）  

若宮 10)  

（2016）  

 スーパーバイザーによって展開されるソーシャルワーカー養成な

らびにクライアントの福利向上を目的とした教育的・管理的・支

持的機能を展開していく一連の過程  

畑 13) 
（2022）  

 管理的機能によって “組織として提供すべき一定水準の支援 ”の質

を保障しつつ、教育的機能を通してスーパーバイジーの成長を支

えていき、また支持的機能によってスーパーバイジー自身の務を

継続できる力や最高の業務遂行のための態度や感情を形成する  

 
4）認知症ケア SV の特徴  
 17 本の論文の中で、認知症ケアに特化したスーパービジョンについて述べているもの

は、2 本のみであった。特徴として、「認知症の症状に対応する際のスタッフの迷いへの

SV」、「利用者の言動の理解と自分自身のリフレクション」、「バイザーとして認識されるこ

と」が挙げられていた。（表 4）  
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表 4 認知症ケア SV の特徴  
著者 /年度  「認知症ケア SV の特徴」  

汲田 11)  

（2017）  

 BPSD などを伴う行動障害への対応においてスタッフ自身がどう

したら良いかわからなかったり、本当にこのケアで良かったのか

という迷いへのスーパービジョン  
 利用者の言動をどう解釈し、それに対して自らがどのように行動

したのか、あるいはするべきなのかを振り返るもの  

汲田 17) 
（2018）  

 認知症ケアを主とする事業所で行われるスーパービジョンでは、

同職種であるかどうか以上に、スーパーバイジーにとって上司と

認識しているのが誰であるかが大切  
 
Ⅳ．考察  
 上記論文の整理の結果を踏まえ、認知症ケア SV にてスーパーバイザーに求められる役

割は以下の 3 点が考えられる。  
1 つ目は、スーパーバイジーの利益を優先した関わりである。SV では、スーパーバイジ

ーが求める目標を理解し、目標とするワーカーとしてのあるべき姿に向けてスーパーバイ

ジーが成長できるよう信頼関係をもって支援することが最優先となる 18)。そのためには、

認知症ケアを実践する上で抱えている問題点や課題、スーパーバイジーが持っている力、

SV を受けること目標や SV を受けることに対するニーズについて把握することが必要で

ある。それらを踏まえ、なぜ SV を行うのか、どの機能を中心とした SV を遂行していく

のかをスーパーバイザーが吟味し、スーパーバイジーのレベルにあった能力が取得できる

よう SV を展開していくことが必要である。  
2 つ目は、認知症ケア専門職としての専門性の向上を目的とした関わりである。SV では、

利用者に最善の援助を提供するために、スーパーバイジーを支え指導し、専門職として成

長させることが目的となる 19）。社会福祉専門職が一人ひとりのニーズに的確に応えていく

ためには、内省的実践が必要である 20）。レビューを通じて、SV では自己覚知の機会の提

供、リフレクションの機会の提供といったことが求められることが明らかになっている。

認知症ケア SV では、利用者の行動に対して振り返ることが特徴として挙げられている。

このことから、SV を通じて、自身が行ってきた認知症ケアに対して客観的に振り返り、認

知症の人の生活を支援するために適切で望ましい援助ができるよう気づきを促し、認知症

ケアを実践する専門職として成長できるよう支えていく姿勢が必要となる。  
3 つ目は、スーパーバイジーの思いや気持ちを受け止める関わりである。SV においてス

ーパーバイジーの気持ちを受容することについて倉石 1)は、援助過程で起きる障害を理解

し、自己受容が可能になり、結果、利用者の受容につながることを述べている。また岩崎

21)は、スーパーバイザーから共感されるという共感体験を得ることで、利用者に共感する

という能動的機能を高めることができると述べている。認知症ケア実践者には、パーソン・

センタード・ケアの理念に基づいた実践が求められている。パーソン・センタード・ケア

では、認知症の人が持つパーソン・フッド（一人の人として、周囲に受け入れられ、尊重

されること）を維持すること 22)が重要とされている。認知症ケア SV は、スーパーバイジ

ーが認知症の人を一人の人として尊重したケアを実践できる専門職として成長するための
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プロセスであり、スーパーバイザーは、その成長に貢献することが求められる。そのため

にも、スーパーバイジーの思いや考えを尊重し、共感する姿勢が必要であり、そのことに

より、認知症の人の思いや考えを尊重したケアの実践に繋がっていくと考える。   
 
Ⅴ．まとめ  
 本研究では、日本での SV に関する研究論文の文献レビューを中心に、SV の概念定義、

スーパーバイザーに求められる役割、SV に求められる機能、認知症ケア SV の特徴につい

て検討を行った。認知症ケアの実践では、認知症の人が望む生活の実現に向け、最善の援

助を提供することが求められている。そのためには、認知症ケアを実践する援助者として

成長していくことが必要であり、認知症ケアの実践において SV は必要不可欠なものであ

るといえる。今後は、海外での SV に関する研究論文のレビューを踏まえ、認知症ケアに

おける SV において必要となる価値観、知識、技術について精査していく。  
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認知症介護指導者養成研修における
アウトカム評価を目的とした指導者活動
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認認知知症症介介護護指指導導者者養養成成研研修修ににおおけけるるアアウウトトカカムム評評価価をを目目的的ととししたた指指導導者者活活動動  

実実態態調調査査  

主任研究者：山口友佑 （認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

分担研究者：李 相侖 （認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

      齋藤千晶 （認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

鷲見幸彦 （認知症介護研究・研修大府センター） 

研究協力者：粟田主一 （認知症介護研究・研修東京センター） 

      滝口優子 （認知症介護研究・研修東京センター 研修部） 

      齋藤葉子 （認知症介護研究・研修東京センター 研修部） 

加藤伸司 （認知症介護研究・研修仙台センター） 

      吉川悠貴 （認知症介護研究・研修仙台センター 研究部） 

      田村みどり（認知症介護研究・研修仙台センター 研修部） 

 

Ⅰ．背景と目的  
全国に 3 か所（仙台・東京・大府）ある認知症介護研究・研修センター（以下：センタ

ー）では、2001 年度より認知症介護指導者養成研修（痴呆介護指導者養成研修を含む。以

下：指導者研修）を実施しており、2022 年度末までに 2,780 人の認知症介護指導者（以

下：指導者）を養成している。  
指導者研修は、認知症施策推進大綱（以下、推進大綱）の中において、認知症について

の理解のもと本人主体の介護を行うことで、できる限り認知症症状の進行を遅らせ、行動・

心理症状（BPSD）を予防できる介護従事者を養成する研修として位置付けられている 1）。

2021 年度より推進大綱で示された趣旨に合わせ、認知症介護実践者等養成事業の運営に

関する改正が行われ、指導者研修を含む認知症介護実践等養成事業のカリキュラムが改訂

された。新カリキュラムにおける指導者研修のねらいは、「認知症介護従事者が認知症につ

いての理解のもと、本人主体の介護を行い、生活の質の向上を図るとともに、行動・心理

症状（BPSD）を予防することができるよう、認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修

及び認知症介護実践リーダー研修を企画・立案し、講義、演習、実習の講師を担当するこ

とができる知識・技術を習得すること及び介護保険施設・事業者等における介護の質の改

善について指導するとともに、自治体等における認知症施策の推進に寄与できるようにな

ること」としている 2）。このことから、指導者研修修了者には、①実践研修等の企画・立

案、講師役、ファシリテーター（以下、研修の役割）、②介護保険施設・事業者等における

介護の質の改善に向けた指導的役割（以下、指導的役割）、③地域における認知症施策の推

進への貢献（以下、地域での役割）といった役割が付与されることになる。  
指導者研修では、推進大綱で掲げられている育成目標値に近い修了生を輩出することは

できているが、受講後の指導者としての活動による成果については十分に検証できている

とは言えない現状である。本研究では、指導者研修修了生へのアンケート調査をもとに、

研修修了後の活動実態（研修の役割、指導的役割、地域での役割）を明らかにし、指導者

研修のアウトカム評価（成果）について検証することを目的とする。  
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Ⅱ．研究の枠組み  
1) 指導者活動実態調査、研修の評価における先行研究  

近年、「社会的価値」を可視化・検証し、自らの組織・活動に関する学びや改善、資源の

提供者への説明責任につなげていく仕組み（社会的インパクト）づくりの重要性が指摘さ

れている 3）。指導者研修を含む認知症介護実践者等養成事業は、我が国の介護現場におけ

る認知症介護の理解と専門性の向上するための重要な役割を持つ事業である。本研修事業

において、量的な目標達成だけではなく、研修受講のもたらすアウトカム（短期的成果・

長期的成果）を明らかにすることができれば、養成事業の「社会的価値」を検証すること

が可能と考える。  
上記背景を踏まえ、今年度は、従来の指導者活動調査の内容に加え、研修の評価を試み

た。研修評価の枠組みとしては、Rossi ら 4）や GSG 国内諮問委員会 5)のロジックモデルを

参考とした。また、センターで作成した「実践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価

の基本的考え方」（以下：基本的考え方）を参考 6）とし、調査項目を設定した。  
 

2) 指導者の役割  
指導者の活動実態や研修の成果を検討するため、指導者研修によって求められる役割を

研修ねらいの記載内容に則り 2）、以下、３つの操作的定義を行った。  
・研修の役割に関与できているか：  
・指導的役割を担うことが出来ているか：  
・地域での役割を実践できているか：  
 

3) 活動実態、アウトカム（成果）  
2) に定義した役割を評価基準とし、活動実態を調査した。また、研修の成果は長期的成

果とし、上記 3 点の役割を長期に行えているかどうかを評価基準とした。本研究は横断的

調査であるため、研修修了後の期間によって、指導者としての役割実施状況を比較した。

それぞれの評価は以下に示す。  
・活動実態：指導者の 3 つの役割における活動状況  
・研修の成果：研修修了時期によって 2 群に分け（2022 年度の指導者研修修了生、2021

年度までの指導者研修修了生）、指導者としての活動状況を比較  
 
Ⅲ．対象と方法  
 本調査は、2022 年度までの指導者研修修了生を対象の範囲として、表 1 に記載した除外

基準に該当するものを除いた 2,321 名を対象に、郵送法ならびに Web システムを用いた

質問紙調査を実施した。  
本調査では、上記の成果を評価するため、調査対象を「2022 年度以降の指導者研修修了

生（以下：22 年度以降修了生）」と「2021 年度以前の指導者研修修了生（以下：21 年度以

前修了生」に分け、それぞれに調査票を作成し実施している。主な調査内容は、表 2 に示

した通りである。調査期間は 2024 年 1 月～2 月までとした。分析方法は、Excel または

SPSS を用いた単純集計、クロス集計を行った。なお無回答は欠損値として処理をした。  
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表 1 対象者の除外基準  
①  今後指導者として活動しない旨を確認できている  

②  
所属している都道府県・政令指定都市が変更になっており、センターが所属先を  
把握できてない  

③  逝去が確認できている場合  
④  他業種に転職している場合  
⑤  センターからの連絡を拒否している場合  
⑥  センターに所属している場合  

＊石川県に所属の指導者は、能登半島地震の被災状況を踏まえ、本調査の対象外とした。  
 
表 2 調査項目一覧  

調査項目  

回答者の属性  

 推薦者の種別、修了センター、所属自治体、保有資格、

所属施設、役職、フォローアップ研修の参加の有無と 

回数（21 年度以前修了生のみ）  
 認知症施策の役割（21 年度以前修了生のみ）  

認知症介護実践者等  
養成事業への関与状況  
（役割：研修の役割）  

 企画会議への出席状況  
 講師・ファシリテーターとしての関与状況  
 年間の活動日数（21 年度以前修了生のみ）  

介護保険施設・事業者等に

おける介護の質の改善に 

向けた指導的役割  
（役割：指導的役割）  

 指導者研修を通じての指導的役割を担うことに対する

意識の変化  
 自施設・事業所における指導的役割  
 他施設・事業所における指導的役割  
 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況  

地域における認知症施策の

推進への貢献  
（役割：地域での役割）  

 指導者研修を通じての地域活動に対する意識の変化  
 地域活動の実践状況  
 年間の活動日数（21 年度以前修了生のみ）  

指導者活動に関連する  

要因について  
 指導者活動を促進する要因、阻害する要因について  

 
Ⅳ．倫理的配慮  
 本研究は、社会福祉法人仁至会倫理・利益相反委員会の承認を得て実施している（承認

番号：0504）。研究に関する説明は、研究説明書を用いて行った。また調査協力への同意

は、明確な意思が確認できるよう調査票にチェックボックスを設け、「適切な同意」を受け

るようにした。  
 
Ⅴ．結果  
1．回収状況について  
 各調査の回収状況について表 3 で示した通りである。本調査では回答に同意を得られた

有効回答数を分析対象とする。  
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表 3 本調査の回収状況  

 
 

発出数  質問紙  Web 
無効  

回答数  
有効  

回答数  
回答率  

東京センター  
21 年度以前  870 169 148 73 244 28.0% 
22 年度以降  23 10 2 3 9 39.1% 

仙台センター  
21 年度以前  664 107 102 57 152 22.9% 
22 年度以降  28 5 14 1 18 64.3% 

大府センター  
21 年度以前  703 100 179 36 243 34.6% 
22 年度以降  33 9 18 3 24 72.7% 

合計  
21 年度以前  2,237 376 429 166 639 28.6% 
22 年度以降  84 24 34 7 51 60.7% 

                                                                      単位：人      
 
2．基本属性について  
1）推薦者の種別  
 推薦者の種別についての内訳は、21 年度以前修了生は、自治体（公費）が 79.6％、事業

所推薦は 20.4％であった。22 年度以降修了生では、自治体（公費）が 78.0％、事業所推

薦は 22.0％であった。（図 1）  

 
図 1 推薦者の種別  
 
2）所属先について  

令和 5 年 3 月の時点での所属先について、図 2 に示した通りである。内訳は、21 年度以

前修了生は、認知症対応型通所介護が 27.1％と最も多く、次いで、介護老人福祉施設

（25.8％）、その他（23.8％）であった。22 年度以降修了生では、認知症対応型通所介護が

37.5％と最も多く、次いで、介護老人福祉施設（25.0％）、その他（22.9％）であった。  

79.6%

78.0%

20.4%

22.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

21年度以前(n=618)

22年度以降(n=50)

自治体（公費）

事業所推薦
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図 2 所属先について（複数回答）  
 
3）保有資格について  

保有資格について、図 3 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生は、介護福祉

士が 78.2％と最も多く、次いで、介護支援専門員（69.5％）、社会福祉士（26.6％）であっ

た。22 年度以降修了生では、介護福祉士が 91.7％と最も多く、次いで、介護支援専門員

（64.6％）、社会福祉士、その他（18.8％）であった。  

 
図 3 保有資格について（複数回答）  
 
 

25.8%

25.0%

9.7%

14.6%

0.9%

0.0%

27.1%

37.5%

8.8%
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4）役職について  
 令和 5 年 3 月末時点での役職について、図 4 に示した通りである。内訳は、21 年度以前

修了生は、管理職が 44.6 と最も多く、次いで、経営者等（17.2％）、中間管理職（16.1％）

であった。22 年度以降修了生では、管理職が 39.2 と最も多く、次いで、中間管理職（31.4％）、

経営者等（13.7％）であった。  

 
図 4 役職について  
 
5）認知症介護指導者フォローアップ研修への参加状況について  
 認知症介護指導者フォローアップ研修受講の有無について質問した結果、「受講したこ

とがある」が 51.7％、「受講したことがない」が 48.3％であった。受講回数については、

「1 回」が 84.8％と最も多かった。  
 
6）指導者研修修了後に担った認知症施策における役割について  
 指導者研修修了後に担った認知症施策における役割について図 5 に示した通りである。

内訳は、キャラバンメイトが 94.7％と最も多く、次いで、チームオレンジチーム員（21.5％）、

認知症地域支援推進員（15.6％）であった。  

 
図 5 指導者研修修了後に担った認知症施策における役割  
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3．指導者研修修了者が担っている役割への関与状況について  
 指導者研修修了者が担う 3 つの役割（①研修の役割、②指導的役割、③地域での役割）

への実践状況について図 6 に示した通りである。各役割で定めた項目の中で、1 つ以上「関

与している」または「実践している」との回答が割合は、「研修の役割」が 97.4％、「指導

的役割」が 97.8％、「地域での役割」が 90.9％であった。  
 修了年数別に区切り、比較をした結果、「指導的役割」では 1％水準、「地域での活動」

では 5％水準で差が認められ、「研修の役割」では差は認められなかった。  

 
図 6 指導者研修修了者が担っている役割への実施状況（n=690）  
 

 
図 7 修了年数による実施状況（研修の役割）  
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図 8 修了年数による実施状況（指導的役割）  
 

 
図 9 修了年数による実施状況（地域での役割）  
 
4．認知症介護実践者等養成事業への関与について  
1）認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度  

認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度について図 10 に示した通りで

ある。内訳は、21 年度以前修了生では、「関心がある」が 66.7％、「少し関心がある」が

24.1％、「あまり関心がない」が 7.8％、「関心がない」が 1.4％であった。22 年度以降修了

生では、「関心がある」が 80.4％、「少し関心がある」が 13.7％、「あまり関心がない」が

3.9％、「関心がない」が 2.0％であった。  
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図 10 認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度  
 
2）各役割への関与状況  
（1）会議への出席状況について  
 会議への出席状況（6 つの研修事業のうち 1 つ以上出席している割合）について図 11 に

示した通りである。21 年度以前修了生では、「出席している」が 92.3％、「出席していな

い」が 7.7％であった。22 年度以降修了生では、「出席している」が 86.3％、「出席してい

ない」が 13.7％であった。  
修了者別の会議への出席状況については、 21 年度以前修了生では、「実践者研修」が

87.8％と最も多く、次いで、「実践リーダー研修」（79.4％）、「基礎研修」（64.3％）であっ

た。22 年度以降修了生では、「実践者研修」が 82.4％と最も多く、次いで、「実践リーダー

研修」（64.0 ％）、「基礎研修」（26.5％）であった（図 12）。  
年度別では、各研修とも「令和元年度」が最も高い結果であった（図 13）。  

 
図 11 会議への出席状況  
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図 12 修了者別の出席状況  
 

 
図 13 年度別の出席状況  
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（2）講師役としての関与状況  
講師役としての関与状況（6 つの研修事業のうち 1 つ以上講師役を務めている割合）に

ついて図 14 に示した通りである。21 年度以前修了生では、「務めている」が 96.4％、「出

席していない」が 3.6％であった。22 年度以降修了生では、「務めている」が 88.2％、「出

席していない」が 11.8％であった。  
修了者別の講師役としての関与状況について、21 年度以前修了生では、「実践者研修」

が 90.5％と最も多く、次いで、「実践リーダー研修」（72.3％）、「基礎研修」（51.0％）であ

った。22 年度以降修了生では、「実践者研修」が 82.4％と最も多く、次いで、「実践リーダ

ー研修」（44.0％）、「基礎研修」、「管理者研修」（14.0％）であった（図 15）。  
年度別では、各研修とも「令和元年度」が最も高い結果であった（図 16）。  

 
図 14 講師役としての関与状況  
 

 
図 15 修了者別の関与状況（講師役）  
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図 16 年度別の関与状況（講師役）  
 
（3）ファシリテーター役としての関与状況  

ファシリテーター役としての関与状況（6 つの研修事業のうち 1 つ以上ファシリテータ

ーを務めている割合）について図 17 に示した通りである。21 年度以前修了生では、「務め

ている」が 96.4％、「出席していない」が 3.6％であった。22 年度以降修了生では、「務め

ている」が 88.2％、「出席していない」が 11.8％であった。  
修了者別のファシリテーターとしての関与状況について、21 年度以前修了生では、「実

践者研修」が 86.9％と最も多く、次いで、「実践リーダー研修」（73.0％）、「基礎研修」（52.9％）

であった。22 年度以降修了生では、「実践者研修」が 88.2％と最も多く、次いで、「実践リ

ーダー研修」（62.0％）、「基礎研修」（18.0％）であった（図 18）。  
年度別では、各研修とも「令和元年度」が最も高い結果であった（図 19）。  
 

 
図 17 ファシリテーター役としての関与状況  
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図 18 修了者別の関与状況（ファシリテーター役）  
 

 
図 19 年度別の関与状況（ファシリテーター役）  
 
3）認知症介護実践等養成事業に従事した平均年間日数  
 認知症介護実践者等事業に従事した平均年間日数について図 20 に示した通りである。

内訳は、「年間 12 日未満」が 42.9％と最も高く、次いで、「年間 12 日以上～24 日未満」

（39.3％）、「年間 24 日以上～36 日未満」（9.7％）であった。  
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図 20 認知症介護実践者等事業に従事した平均年間日数（n=629）  
 
5. 介護保険施設・事業者等における介護の質の改善に向けた指導的役割について  
1）指導的役割を担うことに対する関心度  

指導的役割を担うことに対する関心度について図 21 に示した通りである。内訳は、21
年度以前修了生では、「関心がある」が 64.1％、「少し関心がある」が 27.6％、「あまり関

心がない」が 6.9％、「関心がない」が 1.4％であった。22 年度以降修了生では、「関心があ

る」が 76.0％、「少し関心がある」が 24.0％であった。  

 
図 21 指導的役割を担うことに対する関心度  
 
2）自施設における指導的役割の実施状況について  

指導者として自施設にて指導的役割を担っている状況（8 項目のうち 1 つ以上行ってい

る割合）について図 22 に示した通りである。21 年度以前修了生では、「行っている」97.0％、

「行っていない」が 3.0％であった。22 年度以降修了生では、「行っている」90.2％、「行

っていない」が 9.8％であった。  
修了者別の実施状況については、21 年度以前修了生では、「職場内研修の企画、立案」

が 93.0％と最も高く、次いで「初任者・新任者への OJT の計画、実施」（84.5％）、「中堅

職員への OJT の計画、実施」（83.0％）であり、平均の実施個数は 6.86 であった。22 年
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度以降修了生では、「職場内研修の企画、立案」が 80.4％と最も高く、次いで「初任者・新

任者への OJT の計画、実施」（74.0％）、「中堅職員への OJT の計画、実施」（70.6％）で

あり、平均の実施個数は 4.84 であった（図 23）。  
年度別の実施状況では、「初任者・新任者への OJT の計画、実施」など 4 項目は「令和

元年度」が最も高く、「外国人職員への OJT の計画、実施」など 4 項目は、「令和 4 年度」

が最も高かった（図 24）。  

 
図 22 自施設にて指導的役割を担っている状況  
 

 
図 23 修了者別の実施状況（自施設での指導的役割）  
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図 24 年度別の実施状況（自施設での指導的役割）  
 
3）他施設における指導的役割の実施状況について  

指導者として他施設にて指導的役割を担っている状況（11 項目のうち 1 つ以上行ってい

る割合）について図 25 に示した通りである。21 年度以前修了生では、「行っている」86.6％、

「行っていない」が 13.4％であった。22 年度以降修了生では、「行っている」62.0％、「行

っていない」が 38.0％であった。  
修了者別の実施状況については、21 年度以前修了生では、21 年度以前修了生では、「他

の介護保険施設・事業所からの依頼による研修」が 65.8％と最も高く、次いで「介護保険

施設・事業所からの認知症ケアに関する相談対応」（50.8％）、「実践リーダー・実践者研修

修了生からの認知症ケアに関する相談対応」（49.7）であり、平均の実施個数は 4.08 であ

った。「地域包括支援センターからの依頼による研修」が 30.6％と最も高く、次いで「実践

リーダー・実践者研修修了生からの認知症ケアに関する相談対応」（26.5％）、「介護保険施

設・事業所からの認知症ケアに関する相談対応」（25.0％）であり、平均の実施個数は 1.49
であった（図 26）。  

年度別の実施状況では、すべての項目で「令和元年度」が最も高かった（図 27）。  
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図 25 他施設にて指導的役割を担っている状況  
 

 
図 26 修了者別の実施状況（他施設での指導的役割）  
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図 27 年度別の実施状況（他施設での指導的役割）  
 
6．認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況について  
1）サービス対象の有無について  
 認知症専門ケア加算（Ⅱ）のサービス対象の有無について図 28 に示した通りである。内

訳は、21 年度以前修了生では、「サービスの対象外である」が 52.0％、「サービスの対象で

ある」が 48.0％であった。22 年度以降修了生では、「サービスの対象外である」が 46.9％、

「サービスの対象である」が 53.1％であった。  

 
図 28 サービス対象の有無について  
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2）算定要件について  
（1）利用者要件  
 利用者要件について図 29 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生では、「満た

していない」が 21.6％、「満たしている」が 78.4％であった。22 年度以降修了生では、「満

たしていない」が 15.4％、「満たしている」が 84.6％であった。  

 
図 29 利用者要件について  
 
（2）職員配置要件  
 職員配置要件について図 30 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生では、「満

たしていない」が 18.4％、「満たしている」が 81.6％であった。22 年度以降修了生では、

「満たしていない」が 15.4％、「満たしている」が 84.6％であった。  

 
図 30 職員配置要件について  
 
（3）留意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施  
 留意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施について図 31 に示した通りである。

内訳は、21 年度以前修了生では、「実施していない」が 26.3％、「実施している」が 73.3％
であった。22 年度以降修了生では、「実施していない」が 30.8％、「実施している」が 69.2％
であった。  

 
図 31 留意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施について  
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（4）介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成  
介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成について図 32 に示した通りである。内訳は、

21 年度以前修了生では、「作成していない」が 32.6％、「作成している」が 67.4％であっ

た。22 年度以降修了生では、「作成していない」が 15.4％、「作成している」が 84.6％で

あった。  

 
図 32 介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成について  
 
（5）介護職員、看護職員ごとの研修計画の実施  

介護職員、看護職員ごとの研修計画の実施について図 33 に示した通りである。内訳は、

21 年度以前修了生では、「実施していない」が 31.8％、「実施している」が 68.2％であっ

た。22 年度以降修了生では、「実施していない」が 23.1％、「実施している」が 76.9％で

あった。  

 
図 33 介護職員、看護職員ごとの研修計画の実施について  
 
3）取得状況と取得に至らない理由について  
 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況について図 34 に示した通りである。内訳は、21
年度以前修了生では、「取得している」が 53.2％、「取得していない」が 46.8％であった。

22 年度以降修了生では、「取得している」が 42.3％、「取得していない」が 57.7％であっ

た。  
 取得に至らない理由について、図 35 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生

では、「職員配置要件の維持が困難」が 48.6％と最も高く、次いで、「利用者要件の確認作

業が負担」（40.2％）、「研修計画の作成・実施の事務作業が煩雑」（36.1％）であった。22
年度以降修了生では、職員配置要件の維持が困難」が 60.0％と最も高く、次いで、「利用者

要件の確認作業が負担」（46.7％）、「会議の事務作業が煩雑」（33.3％）であった。  
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図 34 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況  
 

 
図 35 取得に至らない理由（複数回答）  
 
7．地域における認知症施策の推進への貢献について  
1）地域活動実践への関心度について  

地域活動を実践することへの関心度について図 36 に示した通りである。内訳は、21 年

度以前修了生では、「関心がある」が 55.1％、「少し関心がある」が 33.3％、「あまり関心

がない」が 9.2％、「関心がない」が 2.4％であった。22 年度以降修了生では、「関心があ

る」が 76.5％、「少し関心がある」が 23.5％であった。  

 
図 36 地域活動実践への関心度  
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2）カテゴリー別の実践状況について  
カテゴリー別での地域活動への実践状況について図 37 に示した通りである。「所属法人

での地域活動」、「研修事業」、「相談事業」、「地域における認知症施策への関与」のカテゴ

リー別での実践状況は、21 年度以前修了生では、「所属法人での地域活動」が 66.0％、「研

修事業」が 85.6％、「相談事業」が 90.7％、「地域における認知症施策への関与」が 77.9％
であった。22 年度以降修了生では、「所属法人での地域活動」が 58.8％、「研修事業」が

56.9％、「相談事業」が 58.8％、「地域における認知症施策への関与」が 47.1％であった。 
 

 
図 37 カテゴリー別での実践状況  
 
3）各カテゴリーの実践状況  
（1）所属法人での地域活動  
 所属法人での地域活動については図 38 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了

生では、「運営推進会議（介護・医療連携推進会議）の設置・運営」が 80.0％と最も高く、

次いで、「認知所カフェの設置・運営」（62.5％）、「高齢者サロンの設置・運営」（30.4％）

で、平均の実践個数は、1.10 であった。22 年度以降修了生では、運営推進会議（介護・医

療連携推進会議）の設置・運営」が 73.3％と最も高く、次いで、「認知所カフェの設置・運

営」（41.1％）、「高齢者サロンの設置・運営」（24.1％）で、平均の実践個数は、0.80 であ

った。  
年度別の実践状況では、すべての項目で「令和元年度」が最も高かった（図 39）。  

 
図 38 所属法人での地域活動の実施状況  

66.0%

58.8%

85.6%

56.9%

90.7%

58.8%

77.9%

47.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

21年度以前(n=633 )

22年度以降(n=51)

所属法人での地域活動

研修事業

相談事業

地域における認知症施策への関与

80.0%

73.3%

62.5%

41.4%

30.4%

24.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

21年度以前

22年度以降

運営推進会議（介護・医療連携推進

会議）の設置・運営

認知症カフェの設置・運営

高齢者サロンの設置・運営

－ 114 －



 
図 39 年度別の実践状況（所属法人での地域活動）  
 
（2）研修事業  
 研修事業については図 40 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生では、21 年

度以前修了生では、「地域住民を対象とした認知症サポーター養成研修の講師」が 85.0％
と最も高く、次いで、「地域住民向け講演会・（出前）講座の講師」（79.5％）、「家族介護者

向け講座の講師」（69.7％）で、平均の実践個数は 3.57 であった。22 年以降修了生では、

「地域住民向け講演会・（出前）講座の講師」が 71.4％と最も高く、次いで、「地域住民を

対象とした認知症サポーター養成研修の講師」（65.5％）、「企業・職域向け認知症サポータ

ー養成講座の講師」、「子ども・学生向け認知症サポーター養成講座の講師」（39.3％）で、

平均の実践個数は 1.59 であった。  
年度別の実践状況では、すべての項目で「令和元年度」が最も高かった（図 41）。  

 
図 40 研修事業の実施状況  
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図 41 年度別の実施状況（研修事業）  
 
（3）相談事業  

研修事業については図 42 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生では、「家族

介護者からの相談対応」が 77.5％と最も高く、次いで「住民からの相談対応」（64.1％）、

「認知症当事者からの相談対応」（41.7％）で、平均の実践個数は 2.23 であった。22 年度

以降修了生では、「家族介護者からの相談対応」が 96.7％と最も高く、次いで「住民からの

相談対応」（73.3％）、「認知症当事者からの相談対応」（63.3％）で、平均の実践個数は 1.59
であった。  

年度別の実践状況では、「認知症初期集中支援チームからの相談対応」など 6 項目につ

いては「令和元年度」が最も高く、「家族介護者からの相談対応」については、「令和 2 年

度」が最も高かった（図 43）。  
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図 42 相談事業の実践状況  
 

 
図 43 年度別の実践状況（相談事業）  
 
（4）地域における認知症施策への関与  

研修事業については図 44 に示した通りである。内訳は、21 年度以前修了生では、「認知

症関連イベントの企画・参加」が 70.6％と最も高く、次いで、「認知症サポーター養成講座

の企画・運営」（66.9％）、「所属法人以外の認知症カフェの開催や参加」（51.5％）で、平

均の実践個数は 2.83 であった。22 年度以降修了生では、「認知症関連イベントの企画・参

加」が 65.2％と最も高く、次いで、「認知症サポーター養成講座の企画・運営」（47.8％）、

「本人ミーティング」（30.4％）で、平均の実践個数は 1.20 であった。  
年度別の実践状況では、「当事者会への運営協力」など 10 項目では「令和元年度」が最

も高く、「本人ミーティング」では、「令和 4 年度」が最も高かった（図 45）。  
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図 44 地域における認知症施策への関与  
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図 45 年度別の実践状況  
 
（5）地域活動に従事した平均年間日数について  
 地域活動に従事した平均年間日数について図 46 に示した通りである。「年間 12 日未満」

が 42.9％と最も高く、次いで、「年間 12 日以上～24 日未満」（39.3％）、「年間 24 日以上

～36 日未満」（9.7％）であった。  

 
図 46 地域活動に従事した平均年間日数  
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8．指導者活動に関わる要因  
指導者活動に関わる要因について（「1．あてはまる、2．ややあてはまる、3.あまりあて

はまらない、4．あてはまらない」の各回答を 4 点～1 点に得点化）図 47 に示した通りで

ある。内訳は、21 年度以前修了生では、「事業所での本務が多忙である」の平均値が 3.25
と最も高く、次いで、「所属法人内にケアの質の向上を目指す組織風土がある」（M＝3.15）、
「所属法人内に地域貢献を推進する組織風土がある」（M＝3.05）であった。22 年度以降

修了生では、「事業所での本務が多忙である」の平均値が 3.31 と最も高く、次いで、「指導

者活動が事業所の職務として認められている」（M＝3.04）、「所属法人内にケアの質の向上

を目指す組織風土がある」（M＝2.92）であった。  
 

 
図 47 指導者活動に関わる要因について  
 
9．指導者活動に対するやりがい・満足度  
 指導者として活動することに対するやりがい・満足度について（「1．思う、2．やや思う、

3.あまり思わない、4．思わない」の各回答を 4 点～1 点に得点化）図 48 に示した通りで

ある。内訳は、21 年度以前修了生では、「指導者として活動することが自身の人間的成長

に繋がる」の平均値が 3.33 と最も高く、次いで、「指導者として活動することにやりがい

を感じている」（M＝3.24）、「指導者としての活動に一生懸命打ち込んでいるときには達成

感を感じる」（M＝3.05）であった。22 年度以降修了生では、「指導者として活動すること

にやりがいを感じている」の平均値が 3.51 と最も高く、次いで、「指導者として活動する

ことが自身の人間的成長に繋がる」（M＝3.47）、「指導者として活動することに満足してい

る」（M＝3.06）であった。  
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図 48 指導者活動に対するやりがい・満足度  
 
Ⅵ．考察  

調査結果より、指導者研修修了後に付与される 3 つの役割について、9 割程度の修了生

が何らかの形で「関与」または「実践」していた。このことから、指導者として「研修の

役割」、「指導的役割」、「地域での役割」を実践することができており、指導者研修は一定

の成果があったことが確認できた。修了の時期による比較では、「指導的役割」、「地域での

活動」について有意差が見られ、指導者研修の修了後の期間によって、役割の実践状況に

違いがあることが確認できた。  
それぞれの役割別の実践状況については、「研修の役割」では、全体の傾向として、実践

者研修、実践リーダー研修に関わっている指導者が多い傾向であった。一方、基礎研修で

は、関わっている指導者が減少傾向であった。基礎研修は、令和 3 年度より e-ランニング

でも学習できるようになっており、指導者が講師、ファシリテーター役を担う機会が減少

した可能性が考えられる。指導的役割では、「自施設における指導的役割」では全体として

関わっている指導者が多い傾向であったが、「他施設における指導的役割」では、修了時期

によって差が生じており、22 年度以降修了生に比べ、21 年度以前修了生に役割を多く実

践している傾向が高いことが明らかになった。地域での役割では、全体の傾向として、22
年度以降修了生に比べ、21 年度以前修了生に役割を多く実践している傾向が高いことが明

らかになった。活動内容については、「研修事業」・「相談事業」から見ると、地域住民を対

象とした研修の講師や相談を受けるといった役割を実践している傾向が高いことが明らか

になった。22 年度以降の修了生は、指導者としての活動を始めて 1 年目であるため、指導

的役割や地域活動に関する役割を実践する機会が限定的になっていることが考えられる。

今後は指導者としての活動を継続的に行っていくことで、指導者としての役割を実践する

機会が増加するかを検討することが必要である。  
 
Ⅶ．まとめ  

本研究により、修了時期に問わず、9 割程度の指導者研修修了生が付与される 3 つの役

割に対して「関与」または「実践」することが明らかになった。修了時期別の比較では、

修了後の期間が長いほど、役割を実践している可能性が示された。今後、指導者の役割や

活動年数を踏まえ、詳細な活動状況について検討する。また、縦断的効果を検討するため、

従来の指導者活動調査のデータや活用できる既存のデータを確認し、データ構築を進めて

いく。  
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んでいるときには達成感を感じる
指導者として活動することが自身の人

間的成長に繋がる
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